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は じ め に 

  

令和 4 年度、佐倉市消費生活センターに寄せられた相談件数は、１,280 件でした。

前年度と比べ 82 件ほど減少しておりますが、これは、はがきによる身に覚えのない架

空請求に関する相談が令和元年度より全国的に大きく減少し、佐倉市では架空請求に関

する相談は 12 件となり、最も件数が少ない水準まで減少しました。 

消費生活相談の 60 歳以上の契約当事者が全体の 47.4％を占めています。70 歳代が

34.1％と最も多く、次いで 60 歳代（13.3％）、50 歳代（12.1％）でした。健康食

品の定期購入トラブル、高齢になるほど「屋根工事」などの住宅工事やトイレの詰まり

の修理などの「修理サービス」などの住宅修理に関する相談が多くありました。また、

インターネットを利用して消費支出をしている高齢者世帯が増加しており、今後も高齢

者のインターネットを活用した消費行動は増加すると考えられます。高齢者がインター

ネットの利用に不慣れな場合、インターネットに関連した消費者トラブルに巻き込まれ

る可能性が高まることが懸念されます。 

改正民法により、令和 4 年 4 月に成年年齢が 18 歳に引き下げられましたが、相談件

数の大幅な変化はみられませんでした。18 歳・19 歳の消費生活相談では、「脱毛エス

テ」などの美容に関する相談が多く、具体的な事例では「脱毛エステの契約をしたが、

高額で不安のためクーリングオフしたい」、「クレジット契約をした脱毛エステ店が倒

産した」などのケースがみられました。 

佐倉市消費生活センターでは、若年層への消費者教育の推進や啓発活動とあわせ、消

費者利益の保護のため、相談体制の強化にも引き続き取り組んでまいります。 

 結びに、令和 4 年度消費対策の概要をまとめるにあたり、関係各位のご協力に感謝申

し上げるとともに、佐倉市の消費生活行政へのご理解の一助となれば幸いです。 

 

 

 

 

 

令和 6 年 1 月 

佐倉市消費生活センター 
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１．機   構    令和年４月１日現在 単位：人           
          

市民部  自治人権推進課  消費生活センター 
 

    所長（兼務）   １ 

  部長 １ 
 

    課長 １ 
  

    担当職員（兼務） １ 

 
 

 
    消費生活相談員   6 

２．事務分掌                
      自治人権推進課事務分掌 

１． 字名及び字区域に関すること。  

２． 住居表示及び住居表示審議会に関すること。 

３． 法律・人権・行政相談及び結婚相談に関すること。 

４． 市政についての要望等の緊急処理及び調整に関すること。 

５． 行政相談委員及び市民相談員に関すること。  

６． 各種相談事業を主催する関係機関との連絡調整に関すること。 

７． 消費者行政の総括に関すること。     

８． 佐倉市コミュニティセンターに関すること。   

９． 佐倉市消費生活センターに関すること。   

１０． 人権擁護委員に関すること。   

１１． 市民協働施策の調査研究、企画及び総括に関すること。  

１２． 特定非営利活動団体に関すること。     

１３． 市民活動団体の総括に関すること。     

１４． 市民憲章の推進に関すること。      

１５． 市民協働に関する施策の推進に関すること。   

１６． 佐倉市市民公益活動サポートセンターに関すること。  

１７． 自治会、町内会等の育成及び支援に関すること。  

１８． 地縁団体に関すること。       

１９． 市民協働推進委員会に関すること。   

２０． コミュニテイ施設（集会所）に関すること。   

２１． 人権施策の調査研究、企画及び調整に関すること。  

２２． 人権意識の普及啓発に関すること。   

２３． 男女平等参画計画に関すること。     

２４． 男女平等参画社会づくり施策の調査研究、企画及び調整に関すること。 

２５． 男女平等参画社会づくりの普及啓発に関すること。   

２６． 佐倉市男女平等参画推進センターの管理運営に関すること。  
   

   消費生活センター        

１． 消費生活に関する相談及び苦情の処理に関すること。 

２． 消費生活に関する講座等の開催及び資料等の展示に関すること。 

３． 消費生活に関する情報の収集及び提供に関すること。 

４． 消費者に対する自主活動の場の提供に関すること。 

５． 家庭用品品質表示法（昭和３６年法律第１０４号）に関すること。 

６． 消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号）に関すること。 

７． その他消費生活センターの設置目的を達成するために必要な業務 
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3.  当初予算額の推移 

(単位：千円） 

科目 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

消費者行政推進費 13,346 15,347 14,784 14,606 14,147 

１．消費者保護及び相談事業 10,242 12,406 13,695 14,137 13,773 

消費生活相談員報酬 9,716 8,832 9,956 9,996 9,996 

職員手当等 － 1,014 1,232 1,229 1,229 

職員共済組合負担金 － －  －  －  494 

社会保険料 － 1,363 1,160 1,643 779 

報償費  300 300 300 300 240 

普通旅費   15   12  10  6  7 

特別旅費   12   11 － － － 

相談員通勤費 －  602 864 816 801 

相談員出張費 －   76  89 73 73 

消耗品費  158  159  50 40 97 

手数料   10    8  9 9 39 

各種研修負担金   23    21  21 18 18 

県消費生活センター連絡協議会負担金    8    8  4 7 ― 

２．消費者問題啓発事業 2,888 2,732 880 364 250 

講師謝礼(消費生活セミナー) 280 240  80 180 ― 

普通旅費    6 4 － ― ― 

消耗品費  456 446 － 184 250 

食糧費    2  2 － ― ― 

印刷製本費  661 652 － ― ― 

通信費 － － － ― ― 

手数料  583 542 － ― ― 

消費生活展事業委託料  900 846 800 ― ― 

３．消費生活センター管理運営事業  216 209 209 105 124 

運営協議会委員報酬  184 184 184 85 92 

費用弁償   12 11 11 6 6 

相談員出張費  － － － － 4 

消耗品費   14 10 10 10 10 

食糧費  － － － ― ― 

通信費    6  4  4 4 4 

県消費生活センター連絡協議会負担金 － － － － 8 
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４．施設の概要 

 
１．名 称    佐倉市消費生活センター 

 

２．所在地    〒285－0005 

          佐倉市宮前 3丁目４番地１ ミレニアムセンター佐倉 3 階 

 

３．開設年月日  平成 12 年 11 月 1日 

 

４．開所時間   月～金曜日 

相談時間   9：00～12：00 ・ 13：00～16：00 

 

５．施設の規模  相談室 1・2、閲覧コーナー、活動コーナー、事務室 

  

６．電 話    相談員専用   043－483－4999 

          ダイヤルイン  043ー483―3010 

          ＦＡＸ      043―483―8604 

  

 

 ７．センター案内図 

 

     
 

 

８．センター見取図 
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５．令和 4 年度 実施事業 

 

 
 

 

 

       消費生活相談 月～金 9 時～12 時、13 時～16 時 

（消費生活センター ） 

 

 

 

 

         

・佐倉産業大博覧会に「消費生活センター」として出展 

 

・消費生活セミナー（年２回） 

 

      ・消費者問題出前講座 

         

      ・広報紙、電子媒体を活用した啓発、情報提供 

 

 ・啓発物の配架 

 

・図書等の貸し出し 

 

 

 

 

                   

       

                  

 

      ・消費生活センター運営協議会 
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消費者保護及び相談事業 

消費者問題啓発事業 

消費生活センター管理運営事業 



  

 
Ⅱ 令和 4 年度事業実施結果の概要 
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１．消費者保護及び相談事業 

（1）消費生活相談 

  
消費者保護の立場から、消費生活の安全及び向上を図るための施策として、商品やサービス

等の消費生活相談を実施しています。 

 

     相談時間     平日月曜日～金曜日 

              9 時～12 時、13 時～16 時 

     相談専用電話   043-483-4999 

 

・年度別相談件数（佐倉市受付件数）         (単位 : 件) 

 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 

苦情 1,272 1,306 1,323 1,155 1,384 1,790 1,601 1,389 1,220 1,167 

問合せ 129 102 92 122 95 102 134 106 142 113 

合計 1,401 1,408 1,415 1,277 1,479 1,892 1,735 1,495 1,362 1,280 

 

 

      

      

      
令和 4 年度の相談件数は、全国の消費生活センターに寄せられた消費生活相談の件数は 

前年度より増加しましたが、佐倉市は 1,280 件となり、前年度の 1,362 件から 82 件 

の減少となっています。 
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・契約当事者の男女別・年齢別相談件数                  

(単位 : 人) 

年代等 
男 

（人） 

女 

（人） 

合計 

（人） 

複数相談 

（件） 

相談件数 

（件） 

割合 

（％） 

18 歳未満 4 7 11 0 11 0.8 

18 歳～19 歳 4 14 18 0 18 1.4 

２０歳代 35 43 78 0 78 6.1 

３０歳代 41 36 77 1 78 6.1 

４０歳代 52 63 115 1 116 9.1 

５０歳代 56 99 155 0 155 12.1 

６０歳代 67 103 170 0 170 13.3 

７０歳以上 222 212 434 2 436 34.1 

年代不明 102 74 176 0 176 13.7 

その他（団体等）  42 0 42 3.3 

合 計 583 651 1,276 4 1,280 100 

＊1 回の電話相談等で、複数件の相談をされる方について、複数相談に計上 

 

20 歳未満の相談割合は、前年度と同じ 2.2%であり、成年年齢引き下げ後に 18 歳・

19 歳の相談件数の大幅な変化はみられませんでした。年代別では、70 歳以上が最も多

く、60 歳代、70 歳代が全体の 47.4％を占めていました。 
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・相談内容別件数                (単位 : 人) 

 内容別分類 2 年度 3 年度 4 年度 

安全・衛生 56 65 62 

品質・機能・役務品質 128 165 141 

法規・基準 15 41 31 

価格・料金 285 325 189 

軽量・量目 0 2 1 

表示・広告 142 176 151 

販売方法 795 746 719 

契約・解約 1,082 885 866 

接客対応 244 215 228 

包装・容器 0 2 0 

施設・設備 1 3 2 

買い物相談 12 3 7 

生活知識 9 4 7 

その他 25 30 17 

合  計 2,794 2,662 2,421 

＊相談内容により分類上、重複計上しています。 

   例年、契約・解約の相談、販売方法についての相談が多くみられます。 

・販売購入形態別相談件数            (単位 : 人) 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例年、SNS やインターネット上の広告をきっかけとしたインターネット通販による

相談が 453 件あり、店舗購入を超えています。 
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 販売購入態別 2 年度 3 年度 4 年度 

店舗購入 341 274 288 

訪問販売 130 133 92 

通信販売 554 460 453 

マルチ・マルチまがい 9 8 9 

電話勧誘販売 45 56 40 

ネガティブ・オプション 3 7 2 

訪問購入 14 8 9 

その他無店舗 9 3 4 

不明等 390 413 383 

合   計 1,495 1,362 1,280 



・商品・役務別相談件数（上位 20 位）      (単位 : 人) 

   商品大分類 2 年度 3 年度 4 年度 

 商品 

商品一般 139 132 129 

食料品 116 84 69 

住居品 66 54 42 

光熱水品 33 27 18 

被服品 67 56 51 

保健衛生品 119 92 123 

教養娯楽品 119 101 93 

車両・乗り物 23 31 35 

土地・建物・設備 45 47 51 

他の商品 2 0 3 

商品計 729 624 614 

 

 

 

 

 

役務 

クリーニング 3 3 6 

レンタル・リース・賃借 39 38 42 

工事・建築・加工 69 103 66 

修理・補修 17 41 28 

管理・保管 0 1 1 

役務一般 2 20 5 

金融・保険サービス 71 81 84 

運輸・通信サービス 255 90 77 

教育サービス 6 3 2 

教養・娯楽サービス 35 118 100 

 保健・福祉サービス 76 61 77 

 他の役務 96 100 83 

 内職・副業・ねずみ講 11 18 8 

 他の行政サービス 18 14 30 

役務計 698 691 609 

他の相談 68 47 57 

総件数 1,495 1,362 1280 

1,280 件の相談内容のうち「商品」に関する相談が、614 件（48.0％）、 

「役務に関する相談」が 609 件（47.6％）、他の相談が 57 件（4.5％）でした。 
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（2）消費者問題出前講座 

 市内で活動する各団体等からの申請により、消費生活相談員が、希望の会場に出向いて 

身近な事例も交え、消費生活に関する問題等のわかりやすい講座を開催しました。 

回 講座日 テーマ 団    体    名                        会場 受講者数  

1 4/21 最近の悪質商法から  
佐倉地域包括支援

センター 
市営大蛇住宅集会所 15 

 

 

2 9/16 
消費者契約トラブル        

～こんな時どうする？～ 
根郷公民館 根郷公民館 45 

 

 

3 10/20 

最近の悪質商法から 

消費者トラブルの傾向と

対策 

志津南部地域包括

支援センター 
西部地域福祉センター 30  

 

 

 

4 10/21 
消費者契約トラブル        

～こんな時どうする？～ 
根郷公民館 根郷公民館 43  

5 11/1 
消費者被害に遭わないよ

うに！！ 

志津北部地域包括

支援センター 

志津コミュニティセン

ター 
15  

6 11/11 
消費者トラブルの傾向と

対策 

南部地域包括支援

センター 
南部地域福祉センター 10  

7 1/11 

最近の悪質商法から 

消費者トラブルの傾向と

対策 

社会福祉法人 

ひまわりの里 

千代田・染井野ふれあ

いセンター 
7  

8 1/18 

消費生活センターとケア

マネの連携について 

具体的事例 

志津北部地域包括

支援センター 

志津コミュニティセン

ター 
7  

9 1/27 

日常生活における訪問販

売及び電話等での詐欺に

ついて 

井野西連合会 井野西会館 18  

受講者合計 190  
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（3）立入検査 

 

１．消費生活用製品安全法に基づく立入検査 

 

下記の特定製品に適正な表示（ＰＳマーク等）がされているか市内 3 店舗に 

立入検査を実施しました。 

 

検査年月日 令和 5 年 3 月（1 日間） 

品 目 

件 数 
乳幼児ベッド 

家庭用圧力鍋

及び圧力がま 

乗車用乗車用

ヘルメット 
ライター 

検査店舗数 1 1 1 1 

検査数 4 2 9 3 

 

違反件数 

 

０ 

 

0 

 

0 

 

0 

 

 

 

２．家庭用品品質表示法に基づく立入検査 

 

下記の家庭用品を抽出し、適正な表示がされているか市内 2 店舗に立入検査を 

実施しました。 

 

検査年月日 令和 5 年 3 月（1 日間） 

 

品 目 

 

 

件 数 

【電気機械器具】 

電気ポット 
電気ホットプレート 

電気掃除機 

【繊維製品】 

靴下 

ハンカチ 

糸 

【合成樹脂加工品】 

洗面器 

盆 

製氷用器具 

【雑貨工業品】 

洋傘 
ティッシュペーパ

ー及びトイレット

ペーパー 

歯ブラシ 

 

検査店舗数 

 

2 

 

2 

 

2 

 

2 

 

違反件数 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

 

０ 
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２．消費者問題啓発事業 

（１）佐倉・産業大博覧会 2022 

消費者が自ら考え判断し自主的に行動する「自立した消費者」をめざすために、「あ

つまれ！佐倉の農・商・工」に「消費生活センター」として出展し、消費生活に必要な

知識となるリーフレット等を来場者に配布しました。 

・開催日   令和 4 年 11 月 12 日(土）・13 日（日） 

・会 場   佐倉草笛の丘 

・配布数   900 部（テープ付透明ビニール袋） 

       450 個（188 の缶バッチ） 

        

 

（２）消費生活セミナー 

「自立した消費者」の育成のため、最近の話題・消費者問題等を「テーマ」に、土曜

日に 2 回開催しました。なお、コロナ禍により、各回、定員を絞っています。 

場所・時間：ミレニアムセンター佐倉 ホール   午後 2 時〜4 時 

 日にち テーマ 講師 参加者 

1 
令和 4 年 

１0 月 1 日（土） 

暮らしのリスク 

葬祭の知識と心づもり 

～墓じまい・檀家と菩提寺・

永代供養について～ 

 

日本葬祭アカデミー 

教務研究室 

代表 二村 祐輔 
45 

2 
令和 4 年 

11 月 19 日（土） 

弁護士が教える 

「終活とデジタル遺品」 

船橋本町法律事務所   

弁護士 小島 千鶴 

 

44 
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（３）令和 4 年度 閲覧コーナー図書貸出・活動コーナー使用状況 

閲覧コーナーには、消費に関する本とビデオテープ・ＤＶＤがあります。また、消費者 

に必要な知識や情報をパネル等で作成し、展示しています。 

 

閲覧コーナー（図書） 

図書蔵書冊数 673 冊（令和 4 年４月１日現在） 

図書貸出数 16 冊/4 名 

 

 

活動コーナーには、テーブル 2 とイス 16 脚あり会議等に利用できます。 

活動コーナー 

使用料 午前 380 円 午後 500 円  1 日 880 円 

使用回数 午前 3 回 午後 47 回 

使用者数 291 人 

使用料 24,640 円 
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３．消費生活センター管理運営事業 

（1）佐倉市消費生活センター運営協議会 

 

目 的   消費生活センターの運営に関する重要事項を調査研究するため、佐倉市消 

費生活センターの設置及び管理に関する条例に基づき、設置されています。 

概 要   事業計画及び事業実施状況の報告 

会 議   定例会  令和 5 年 2 月 9 日 

構成委員   ①消費者団体の代表    7 名以内 

②経済団体等の代表    3 名以内 

③公募市民        4 名以内 

               ④学識経験者        1 名 

 

 

 佐倉市消費生活センター運営協議会委員      [敬称略] 

 氏名 所属団体名 

1 由川 尚美 生活協同組合コープ みらい 

2 磯辺 寛子 ＮＰＯせっけんの街 

3 宮田 みどり 有害ゴミゼロをめざす市民の会 

4 中台 ヒデ子 あすなろ会 

5 橋本 國昭 温暖化防止さくら 

6 御園生 貴一 佐倉商工会議所 

7 松戸 栄一 千葉みらい農業協同組合 

8 藤原 大輔 （社）佐倉青年会議所 

9 目﨑 和一 市民（公募） 

10 岡田 恭比呂 市民（公募） 

11 愛澤 忠良 市民（公募） 

12 後藤 英子 学識経験者（消費生活相談員） 

任期 令和 3 年６月１日～令和 5 年５月３１日迄 
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Ⅲ 消費生活相談の広報活動 
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1 ．こうほう佐倉への掲載状況 

（１）「こうほう佐倉」掲載状況一覧 

「消費者コーナー」にて消費者問題に関する啓発、各種講座・講演等の案内の情報

提供を行っています。 

 

発行号 タイトル 

令和 4 年 4 月 15 日号 
・契約や悪質商法でのトラブルで困ったときは・・・ 

・「成年年齢の引下げ」について 

令和 4 年 5 月 15 日号 

・スマホにウイルス感染警告の表示  

除去アプリの誘導にご注意を！ 

・インターネット通販 定期購入トラブルに注意 

令和 4 年 6 月 15 日号 
・友人、知人からのもうけ話にはご注意！ 

・「消費生活相談員資格」を取得しませんか？ 

令和 4 年 7 月 15 日号 
・知っておこう クレジットカードを利用する前に 

・困ったときは一人で悩まずご相談ください 

令和 4 年 8 月 15 日号 

・オンライン美容医療で、手軽に痩せられる？「GLP-1 ダ

イエット」は契約前に慎重に検討を 

・高齢者向け消費者教育教材（動画）のご案内 

令和 4 年 9 月 15 日号 

・高齢者の消費者トラブルを防ぐために～地域社会全体で 

見守りを～ 

・若者の消費者トラブルの傾向 

令和4年10月15日号 
・令和 3 年度 消費生活相談の概況 

・受講者募集 消費生活セミナー 

令和4年11月15日号 
・巧妙化するフィッシング詐欺にご注意を！  

・デジタル遺品って何？ 

令和4年12月15日号 

・「お試し」だけのつもりが「定期購入」だった⁉ 

詐欺的な定期購入商法の規制が強化されました 

・ネットバンキングを悪用した還付金詐欺にご注意ください 

令和 5 年 1 月 15 日号 
・インターネット通販の前払いにご注意！ 

・転落に注意！窓やベランダ周りの確認を！ 

令和 5 年 2 月 15 日号 

・テレビショッピングなどを見て注文したら定期購入だっ 

 た 

・老人ホームなどの入居権を譲ってという電話は詐欺です 

令和 5 年 3 月 15 日号 

・高齢者のリースバック（自宅の売却と賃貸）契約 

・消費者ホットライン 188、消費生活センターについて 

 動画で学ぼう！ 
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（２） 令和 4 年度こうほう佐倉 

令和 4 年 4 月 15 日号 

 

 

 

令和 4 年 5 月 15 日号 
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令和 4 年 6 月 15 日号 

 

 

 

 

 

令和 4 年 7 月 15 日号 
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令和 4 年 8 月 15 日号 

 

 

 

 

 

令和 4 年 9 月 15 日号 
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令和 4 年 9 月 15 日号 

 

 

 

 

 

令和 4 年 10 月 15 日号 
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令和 4 年 11 月 15 日号 

 

 

 

 

 

令和 4 年 12 月 15 日号 

 

 

 

-22- 



令和 5 年 1 月 15 日号 

 

 

 

 

 

令和 5 年 2 月 15 日号 
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令和 5 年 3 月 15 日号 

 

 

 

（３） 啓発コーナー  

ミレニアムセンター佐倉 2 階エントランス前 

 

消費者生活に関するリーフレット等を配架しています。 
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佐倉市消費生活センターの設置及び管理に関する条例  

（平成１１年12月２２日条例第３３号） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１項の規定

により、佐倉市消費生活センターの設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 本市は、消費者の利益の擁護及び増進を図り、もって市民の消費生活の安定向上に

資するため、佐倉市消費生活センター（以下「消費生活センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第３条 消費生活センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

       名     称      位     置 

  佐倉市消費生活センター    佐倉市宮前３丁目４番地１ 

（業務） 

第４条 消費生活センターの業務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１） 消費生活に関する相談及び苦情の処理に関すること。 

（２） 消費生活に関する講座等の開催及び資料等の展示に関すること。 

（３）  消費生活に関する情報の収集及び提供に関すること。 

（４） 消費者に対する自主活動の場の提供に関すること。 

（５） その他消費生活センターの設置目的を達成するために必要な業務 

（使用の承認） 

第５条 別表に掲げる施設を使用しようとする者は、市長の承認を受けなければならない。 

２ 前項の承認をする場合において、市長は、消費生活センターの管理上必要な範囲内で

条件を付することができる。 

（使用の制限） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、消費生活センターの使用を承認し

ない。 

（１） 公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあると認められるとき。 

（２） 施設等を損傷し、又は滅失するおそれがあると認められるとき。 

（３） 営利を目的とする行為を行うおそれがあると認められるとき。 

（４） 管理上支障があると認められるとき。 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が使用を不適当と認めるとき。 

（使用の承認の取消し等） 

第７条 市長は、第５条の規定による使用の承認を受けた者（以下「使用者」という。）が

次の各号のいずれかに該当する場合は、使用の承認を取り消すことができる。 

（１） 第５条第２項の規定による承認の条件に違反したとき。 

（２） この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

（３） 虚偽の申請その他不正な手段により使用の承認を受けた事実が明らかと認めら

れるとき。 

（４） その他消費生活センターの管理上支障があると認められるとき。 

２ 市長は、消費生活センターの管理運営上やむを得ない事情が生じた場合は、承認の変

更又は取消しをすることができる。 

３ 市長は、第１項に規定する使用の承認の取消しにより使用者に損害を生じても、その

賠償の責めを負わない。 
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（使用期間） 

第８条 別表に規定する施設の使用者は、引き続き２日を超えて当該施設を使用することが

できない。ただし、市長が支障がないと認めたときは、この限りでない。 

（使用料） 

第９条 使用者は、別表に定める使用料を納入しなければならない。 

（使用料の減免） 

第１０条 市長は、特に必要があると認めたときは、使用料を減額し、又は免除することが

できる。 

（使用料の還付） 

第１１条 既に納入した使用料は、還付しない。ただし、市長が特に必要があると認めたと

きは、その全部又は一部を還付することができる。 

（特別の設備） 

第１２条 使用者は、消費生活センターを使用する場合において、特別の設備をしようとす

るときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

（損害賠償） 

第１３条 使用者は、消費生活センターの施設及び附属設備を損傷し、又は滅失したときは、

これによって生じた損害を賠償しなければならない。 

（消費生活センター運営協議会） 

第１４条 消費生活センターの運営に関する重要事項を調査研究するため、佐倉市消費生活

センター運営協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会は、委員１５人以内で組織する。 

３ 協議会の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

４ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委任） 

第１５条 この条例に定めるもののほか、消費生活センターの管理運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

   附 則 

この条例は、平成12年11月１日から施行する。 

附 則（平成25年12月24日条例第39号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年９月29日条例第23号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の佐倉市消費生活センターの設置及び管理に関する条例別表

の規定は、平成30年４月１日以後の佐倉市消費生活センターの使用に係る使用料に

ついて適用する。 

附 則（令和3年９月28日条例第29号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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（適用区分） 

２ この条例による改正後の佐倉市消費生活センターの設置及び管理に関する条例別表

の規定は、令和4年４月１日以後の佐倉市消費生活センターの使用に係る使用料につ

いて適用する。 

 

別表（第５条、第９条関係） 

使用単位 

使用区分 

午前９時から 

正午まで 

午後１時から 

午後５時まで 

午前９時から 

午後５時まで 

活動コーナー ３8０円 50０円 8８０円 

 備 考 

１ 市内に在住、在学又は在勤する者以外の者が使用する場合は、使用単位における使用

料の10割の額を割増使用料として別に徴収する。 

２ 使用単位を超過した場合又は使用単位に記載された時間以外の使用を認めた場合は、

１時間（１時間未満の場合は、１時間とみなす。）につき、その使用が午後１時までの

ときは午前９時から正午までの欄に、午後１時以降のときは午後１時から午後５時まで

の欄にそれぞれ規定する額から算定した１時間当たりの額（10円未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てるものとする。）を使用料として徴収する。この場合において、

割増使用料の対象となるときは、当該使用料に併せて徴収する。 
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佐倉市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例 

（平成 28 年３月 24日条例第８号） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、消費者安全法（平成 21 年法律第 50 号。以下「法」という。）第 10 条の

２第１項の規定に基づき、佐倉市消費生活センター（以下「消費生活センター」という。）の組

織及び運営並びに情報の安全管理に関する事項について定めるものとする。 

（相談日時） 

第２条 法第８条第２項第１号及び第２号の事務を行う日は消費生活センターの休所日以外の日

とし、当該事務を行う時間は午前９時から午前12時まで及び午後１時から午後４時までとする。

ただし、市長が必要と認めるときは、その日時を変更することができる。 

（所長及び職員） 

第３条 消費生活センターには、消費生活センターの事務を掌理する所長及び消費生活センターの

事務を行うために必要な職員を置くものとする。 

（試験に合格した消費生活相談員の配置） 

第４条 消費生活センターには、法第 10条の３第１項に規定する消費生活相談員資格試験に合格

した者（不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律（平成 26 年法律第 71 号）

附則第３条の規定により合格した者とみなされた者を含む。）を消費生活相談員として置くもの

とする。 

（消費生活相談員の人材及び処遇の確保） 

第５条 消費生活センターは、消費生活相談員が実務の経験を通じて専門的な知識及び技術を体得

していることに十分配慮し、任期ごとに客観的な能力実証を行った結果として同一の者を再度任

用することは排除されないことその他の消費生活相談員の専門性に鑑み適切な人材及び処遇の

確保に必要な措置を講ずるものとする。 

（消費生活相談等の事務に従事する職員に対する研修） 

第６条 消費生活センターは、当該消費生活センターにおいて法第８条第２項各号に掲げる事務に

従事する職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保するものとする。 

（消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安全管理） 

第７条 消費生活センターは、法第８条第２項各号に掲げる事務の実施により得られた情報の漏え

い、滅失又は毀損の防止その他の当該情報の適切な管理のために必要な措置を講ずるものとする。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成 28 年４月１日から施行する。 
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佐倉市消費生活センターの管理及び運営に関する規則 

（佐倉市規則第６５号） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、佐倉市消費生活センターの設置及び管理に関する条例（平成１１年佐

倉市条例第３３号。以下「条例」という。）第１５条の規定により、佐倉市消費生活セン

ター（以下「消費生活センター」という。）の管理及び運営に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（開所時間） 

第２条 消費生活センターの開所時間は、午前９時から午後５時までとする。ただし、市長

が必要と認めるときは、その時間を変更することができる。 

（休所日） 

第３条 消費生活センターの休所日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要と認めると

きは、これを変更し、又は臨時に休所日を設けることができる。 

（１） 日曜日及び土曜日 

（２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（３）  １月２日及び同月３日並びに１２月２９日から同月３１日まで 

（活動コーナーの使用時間） 

第４条 条例別表に規定する施設（以下「活動コーナー」という。）の使用時間は、準備又

は原状に復するために要する時間を含むものとする。 

２ 活動コーナーを使用する場合において、使用開始後の使用時間の延長は、これを認め

ない。ただし、市長が他の使用に支障がないと認めるときは、この限りでない。 

（使用の承認の申請） 

第５条 条例第５条第１項の規定により活動コーナーの使用の承認を受けようとする者は、

佐倉市消費生活センター活動コーナー使用承認申請書により市長に申請しなければなら

ない。 

２ 前項の申請は、使用月の２月前から３日前まで（消費者団体等の申請にあっては、使

用月の３月前から３日前まで）に行うものとする。ただし、市長が特に必要と認めるとき

は、この限りでない。 

３ 市長は、申請書の提出の際に必要な書類を添付させることができる。 

（使用の承認） 

第６条 市長は、前条第１項の申請を承認したときは、当該申請をした者に対し、佐倉市消

費生活センター活動コーナー使用承認書を交付するものとする。 

２ 使用の承認は、申請の順にこれを行い、申請が同時に行われたときは、協議又は抽選

によりこの順を決定するものとする。ただし、公用又は公益上市長が特に必要と認めると

きは、この限りでない。 

（使用の取消し又は変更等） 

第７条 使用の承認を受けた者（以下「使用者」という。）は、活動コーナーの使用を取消

し、又は変更しようとするときは、佐倉市消費生活センター活動コーナー使用取消（変更）

承認申請書に承認書を添えて速やかに市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請を承認したときは、佐倉市消費生活センター活動コーナー使用取

消（変更）承認書を使用者に交付するものとする。 

３ 市長は、条例第７条の規定により活動コーナーの使用を取消し、又は変更したときは、

佐倉市消費生活センター活動コーナー使用取消（変更）通知書により使用者に通知するも

のとする。この場合において、使用者は、直ちに活動コーナーを原状に回復しなければな

らない。 
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（使用料の納入） 

第８条 使用者は、使用料を承認書の交付の際に納入するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは、別に納期を指定して使用料を

納入させることができる。 

（使用料の減免） 

第９条 条例第１０条の規定による使用料の減免は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

（１） 消費者団体又は公益的活動を目的とする団体が使用するとき 免除 

（２） 国、県又は本市が使用するとき 免除 

（３）  その他市長が特に必要と認めるとき 市長が別に定める割合 

（使用料の還付） 

第１０条 条例第１１条ただし書の規定による使用料の還付は、次の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１） 使用者の責めによらない理由により使用することができないとき 全額 

（２） 使用者が使用日の１０日前までに使用を取消したとき 全額 

（３）  使用者が使用日の３日前までに使用を取消したとき 半額 

（図書貸出しの手続） 

第１１条 消費生活センターの図書の貸出しを受けようとする者は、図書利用申込書により

市長の承認を受けなければならない。 

（図書貸出冊数及び期間） 

第１２条 図書の貸出しは、１人２冊以内とし、貸出期間は、１０日以内とする。 

（貸出しをしない図書） 

第１３条 市長が指定した図書は、貸出しを行わない。ただし、市長が特に必要があると認

めるときは、この限りでない。 

（図書の補償） 

第１４条 利用者が図書を亡失又は損傷したときは、市長は、その利用者に補償させること

ができる。 

（教材等の貸出しの手続） 

第１５条 消費生活センターの教材及び教具（以下「教材等」という。）の貸出しを受けよ

うとする者は、佐倉市消費生活センター教材等利用申請書により、市長の承認を受けなけ

ればならない。 

２ 前項の申請は、利用しようとする月の２月前から利用しようとする日までに行うもの

とする。 

（教材等の貸出しの種類、数量及び期間） 

第１６条 教材等の貸出しは、１人３種類以内で５点以内とし、期間は、５日以内とする。

ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 

（貸出しをしない教材等） 

第１７条 市長が指定し、又は消費生活センターの事業で使用することが予定されている教

材等については、貸出しを行わない。 

（教材等の補償） 

第１８条 利用者が教材等を亡失又は損傷したときは、市長は、利用者に補償させることが

できる。 

（承認書の提示） 

第１９条 承認書は、その承認に係る施設を使用する際に、職員に提示しなければならない。 
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（遵守事項） 

第２０条 消費生活センターを使用する者は、職員の指示に従うほか、次の各号に掲げる事

項を遵守しなければならない。 

（１） 収容定員を超えないこと。 

（２） 施設等を損傷し、又は汚損しないこと。 

（３）  指示された場所以外は、出入りし、又は使用しないこと。 

（４） 許可を受けないで、備品、器具等及び附属設備を移動し、または使用 

しないこと。 

（５） 許可を受けないで、宣伝、勧誘、文書若しくは図書の配布又はこれに 

類する行為をしないこと。 

（６）  騒音若しくは怒声を発し、又は暴力を用いる等他人に迷惑を及ぼす行 

為をしないこと。 

（７）  前各号に掲げるほか、管理上必要な指示に反する行為をしないこと。 

（職員の立入り） 

第２１条  使用者は、職員が消費生活センターの管理上、立入りを要請したときは、これを

拒むことはできない。 

（事業計画及び事業報告） 

第２２条 消費生活センターが年次計画に基づいて執行する事業は、その計画及び実施状況

について、佐倉市消費生活センター運営協議会（以下「協議会」という。）に報告しなけ

ればならない。 

（協議会の構成） 

第２３条 協議会の委員は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 消費者団体の代表 ７人以内 

（２）  経済団体等の代表 ３人以内 

（３） 市民 ４人以内 

（４） 学識経験者 １人 

（委員長及び副委員長） 

第２４条 協議会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故がある時は、その職務を代理する。 

（会 議） 

第２５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、定例会及び臨時会とし、定例会は年２回、臨時会は必要に応じ招集する。 

３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（協議会の庶務） 

第２６条 協議会の庶務は、消費生活センターにおいて処理する。 

（補 則） 

第２７条 この規則に定めるもののほか、消費生活センターの管理及び運営に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 
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附 則 

この規則は、平成 12 年 11 月１日から施行する。 

附 則（平成 16 年３月 31 日規則第 17 号） 

この規則は、平成 16 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 17 年３月 31 日規則第８号） 

この規則は、平成 17 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 18 年３月 31 日規則第 16 号） 

この規則は、平成 18 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 28 年３月 15 日規則第 15 号） 

この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 
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